
1

東京学芸大学教職大学院教授

渡 邉 正 樹

学校安全・危機管理の視点からみた
「通園バス置き去り事故」の原因と対策

CO443770
テキストボックス
資料２　渡邉様　提出資料



自己紹介
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専門：安全教育学，健康教育学，学校危機管理

役職等：第11期中央教育審議会委員，同学校安全部会長（「第
3次学校安全の推進に関する計画」の策定），前日本安全教育
学会理事長，防災教育普及協会副会長など
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文部科学省関係では，右記の手引きや
「学校事故対応に関する指針」等の作
成に携わった。

内閣府関係では，中央交通安全対策
会議専門委員，男女共同参画会議専
門委員等を担当している。



学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査
〔平成30年度実績〕 より 送迎バス利用の実態
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私立
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学校保健安全法 平成21年4月施行

学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全確保を図る上

で支障となる事項に対する必要な措置 （校長の責務）

児童生徒等の安全を脅かす事件、事故及び自然災害に対応した

総合的な学校安全計画の策定による学校安全の充実

各学校における危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の

策定による的確な対応の確保

警察等関係機関、地域のボランティア等との連携による学校安全

体制の強化



学校安全計画の策定
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学校安全計画の策定率は幼稚園が最も低く，特に私立におい
て顕著である。

全国 私立



危機管理マニュアル作成状況

危機管理マニュアルも同様に幼稚園での作成率が低い。また
職員への研修の実施率も幼稚園が最も低い。
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幼稚園や保育施設において
なぜ安全対策が進まないのか

学校安全・危機管理に関する研修は主に小中学校を対象として
おり，幼稚園等を対象として研修は少ない。

私立幼稚園は教育委員会主催の研修からもれている。

危機管理マニュアルの事例も幼稚園等を取りあげることが少な
い。

幼稚園，認定こども園，保育所の管轄が異なることも原因と考え
られる。

ただし幼稚園，保育施設等を対象として安全

点検や安全指導の冊子やパンフレットは存在

する（例えばJSC作成の冊子など）。それらの

有効利用とさらなる改善も必要である。
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重大事故の背景には「ヒヤリハット
（インシデント）」が存在している

通園バス置き去りヒヤリハット事例
（朝日新聞2022年9月13日朝刊より）

17年 さいたま市私立幼稚園（3歳児）

18年 横浜市保育所（5歳児）

19年 さいたま市認可保育施設（3歳児）

20年 久留米市私立保育園（2歳児）

22年 愛知県幼稚園，千葉県私立幼稚園

相当数のヒヤリハット事例が存在することが想定される。

置き去り事例だけではなく，幼児の降車の未確認はもっ
と多いのではないか。

← 園・学校にはヒヤリハットを重視する文化がない！
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重大事故の予防のためのヒヤリハット事例の活用
第3次学校安全の推進に関する計画 より

学校設置者及び学校管理職は、子供の視点や意見も踏
まえつつ、学校管理下における重大事故につながり得るヒ
ヤリハット事例を次の活動に活かすために情報共有するこ
とや、他校で起きた事例は自校でも起き得ることを想定し校
内研修を進める機会を作り、事故の発生を未然に防ぐよう
努める。

また、各学校において、こうした事故等の防止に必要な活
動が、学校安全計画や危機管理マニュアルに記載され、計
画的に研修・訓練が実施されているか、各学校設置者が定
期的に確認する。国は、これらの取組を推進するため、学
校設置者や学校が学校安全計画や危機管理マニュアルを
適切に見直すために必要な指導資料の作成・普及を行う。
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ヒヤリハット報告書の例
学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン
サンプル編（2021）より

学校生活を送る中で、あるい
は教育環境や教育活動全般に
おいて、以下のような事態が発
生した場合には、「事故、ヒヤリ・
ハット、気付き報告様式」を用い
て報告し、必要に応じて修理等
対策を講じる。報告された情報
は、校内配置図・校外マップを用
いて整理・集積し、校内安全委
員会に蓄積する。

・ 事故に遭った（見聞きした）
・ 事故や怪我には至っていない
が「ヒヤリ」とした体験をした

・ 潜在的なリスクに気づいた 10



危機管理体制に関わる問題
学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン
サンプル編（2021）より

全ての教職員（臨時的任用・非常勤を含む）
に対し、マニュアルに定める事項を周知徹底す
るとともに、学校安全への意識高揚を図る。
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通常とは異なる環境や担当者が変更になる場合は
特に注意が必要！



学校の「危機管理
マニュアル」等の評
価・見直しガイドラ
イン より

同じ役割を確
実に果たすこ
とができる複
数の人員を当
てておく
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安全装置の設置は効果的か？

対策の数を増やすこと
で，事故の発生リスクを
低減できる。

ただし安全装置を効果
的に使えるかどうかは，
人の危機管理意識や装
置を活用するスキルに
かかっている。
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スイスチーズモデル



まとめ

重大事故の背景にはヒヤリハットがある。それを見逃さな
い。

事故事例はもちろん，ヒヤリハット事例を共有する。

← 国および自治体が共有システムを構築する。

幼稚園や保育施設の教職員に対する研修を充実させる。
とくに私立に対して！

安全装置任せにするのではなく，複数の対策の一つととら
え，人による危機管理が基本であることは変わらない。

危機管理マニュアルの作成と周知はもちろん，他者任せ
にせず，すべての教職員が危機管理を担当するという自
覚をもつ。
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